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■ 1 ．はじめに

　筆者は本誌昨年 7 月号に寄稿した「始動し
たEU炭素国境調整措置の国際的反響」にお
いて、EUの同措置（CBAM）をめぐる各国
の反応が、①英国など先進国による追随、②
アジア諸国を中心とするカーボンプライシン
グ（ETS（注 1 ）や炭素税など）の導入、③
BRICS主要国による反発、という三方向に分

かれていることを論じた（注 2 ）。
　EU CBAMは世界初の大規模な炭素国境措
置であり、炭素排出規制の緩い国から輸入す
る製品に、EU域内と同等の規制負担を課す
仕組みである。具体的には、域内のETSの無
償割当を2034年までに全廃すると同時に、域
外からの輸入品に対して同等の炭素価格を課
す。対象品目は鉄鋼、アルミニウムなど 6 品
目であり、2025年末までは移行期間（報告義
務のみ）であったが、2026年 1 月から本格的
に課徴を始めた。
　昨年稿の最後では、今後の焦点は温室効果
ガス（GHG（注 3 ））排出量の測定・報告・検
証（注 4 ）（MRV（注 5 ））制度に移ると述べた。
具体的には、G7気候クラブ（注 6 ）やOECD
の「炭素削減アプローチに関する包摂的フォ
ーラム」（IFCMA（注 7 ））で進むMRV関連協
議が、WTOの「貿易と環境に関する委員会」

（CTE）や「貿易と環境持続可能性に関する
体系的議論」（TESSD（注 8 ））に橋渡しされ、
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かつBRICS側の懸念にも応えることが望まし
い。そこでEUなど先進国側がMRV体制構築
を支援する姿勢に転換するのか、さらにG7
気候クラブのグローバル・マッチメイキン
グ・プラットフォーム（GMP）が機能する
のかに注目したい、と結んだ（注 9 ）。
　それから約 1 年が経過し、EU CBAMは
2026年 1 月から本格的な制度施行段階に入っ
た。欧州委員会は 4 月に第 1 四半期の炭素価
格を公表し、CBAMは名実ともに具体的な
価格シグナルを伴う制度となった（注10）。
　また欧州委員会は2025年12月、CBAM規
則の適用状況に関する包括的な報告書を公表
した。重要なのは、同報告書が「第三国の脱
炭素努力やCBAM実施への支援を継続する」
と明記し、国際炭素価格・炭素市場外交タス
クフォース（注11）、TAIEX（注12）などの支援
手段をCBAMの文脈に位置付けたことであ
る。これは、昨年は必ずしも明確でなかった
EU側の支援姿勢が、少なくとも公式文書上
は前面に出てきたことを意味する（注13）。
　もっとも、EU側のこうした支援が幅広い
脱炭素政策に及ぶ一方で、CBAMにより第
三国企業が直面する製品別排出量算定の複雑
さ、検証者の不足、サプライチェーン上のデ
ータ共有といった実務負担に対し、CBAM
収入を原資とする専用基金のような仕組み

（負担緩和策）はなお確認できない。
　こうしたなかで本稿の問題意識は、①G7
気 候 ク ラ ブ やOECD-IFCMAで の 協 議 が、
WTOのCTEやTESSDに橋渡しされ、BRICS

側の懸念にも応える方向に進んでいるのか、
②EUなど先進国・地域が新興国・開発途上
国のMRV体制構築支援に積極姿勢へ転じた
のか、③G7気候クラブのGMPが支援の実効
的な受け皿として機能し始めているのか、と
いう三点にある。

■ 2 ．本格施行されたCBAM
とMRV実務

　EU CBAMは2026年 1 月から本格施行さ
れ、認可申告者が輸入品のGHG排出量に応じ
てCBAM証書を購入する仕組み（事実上の
輸入関税）が動き出した。第 1 四半期の証書
価格（炭素価格）はCO2 1 トン当たり75.36ユ
ーロであった（注14）。
　これによりCBAMは企業の投資判断や取
引条件に影響するようになった。すなわち輸
出国企業には、EU向け輸出に関する炭素コ
ストを下げるため、①実測に基づく低い排出
量を提示する、②自国のカーボンプライシン
グ制度で支払った炭素価格を控除に反映させ
る、③そもそも生産工程を低炭素化する、と
いう三つの対応が求められる。いずれにも共
通する前提が、信頼できるMRV体制である。
　2025年末までの移行期間中にMRV実務は
一定程度浸透した。ただし、移行期間は金銭
的義務がなかったため、不正の誘因は限定的
だった。本格施行後は、報告した排出量が
CBAM証書の購入数に直結する。低い排出
量を示せば負担が軽くなるため、「測定」と
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「報告」だけでなく「検証」の国際的信頼性
がより重要になる。
　なお、EUは本格施行に合わせて制度を簡
素化した。2025年10月の改正規則にて、排出
量年間50トン未満のCBAM対象品輸入を原
則として義務対象から外す閾値制度を導入し
た。これにより輸入業者の約90％が行政負担
から免れる（注15）。他方でEUは、2026～27
年に対象品目の下流製品への限定的拡張や、
第三国で支払われた炭素価格控除の実施規則
制定などを進める方針である（注16）。
　こうしたなか、とりわけ重要と思われるの
が、低炭素投資やサプライチェーン再編に価
格シグナルが入った点である。欧州委員会報
告書によると、インド鉄鋼業に関する初期分
析では、炭素原単位（注17）がEU平均に近い
かそれを下回る企業は輸出数量を維持しつつ
価格を 2 ～ 3 ％引き上げた一方、高排出企業
は価格低下圧力を受けたという（注18）。
　これはMRV体制構築が単なるコンプライ
アンス手続きではなく、低炭素であることを
証明して市場で評価されるための投資になる
ことを含意する。ただし、大企業は対応しや
すい一方、中小企業や制度整備が遅れた国の
企業は、実データ収集と第三者検証の体制を
構築しにくい。ここにMRV支援の必要性が
生じている。

■ 3 ．EUは支援姿勢に転じた
のか

　昨年稿では、EU CBAMの規則上はCBAM
収入の新興国・開発途上国への再配分が謳わ
れているものの、具体的な基金設置などの動
きが見られないと指摘した。この点は現在も
基本的に変わっていない。
　しかし、より広い意味では変化がある。欧
州委員会報告書は、2025年だけで第三国代
表、産業界、利害関係者向けに100回を超え
る会合でCBAMを説明したとする。また、
中国、エジプト、インド、日本、南アフリ
カ、韓国、セルビア、トルコなどと協議を行
い、FTA関連の枠組みでもCBAMの実施状
況を議論した（注19）。
　さらに、2024年 2 月に設置した「国際炭素
価格・炭素市場外交タスクフォース」は40を
超えるパートナー国と連携しており、欧州委
員会は第三国支援の目的として、カーボンプ
ライシングと並んでMRV制度の構築を明示
した。またTAIEXもEU候補国や周辺国の行
政 機 関 に 対 し、EU ETSやCBAMそ し て
MRV分野の技術支援を提供していると明記
された（注20）。
　これらを総合すれば、EUは「CBAMに関
する第三国の対応は当該国に任せる」姿勢か
ら変化し、脱炭素化やカーボンプライシング
導入に加えてMRV制度構築も支援する姿勢
を前面に出してきたといえる。
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　ただし、この支援には三つの限界がある。
第一に、支援がより広範な脱炭素支援に包摂
されており、CBAM対応やMRV体制構築に
特化した資金規模や対象国などが明確でな
い。第二に、支援がEU制度への適応を促す
性格を持つ限り、共通だが差異ある責任

（CBDR）原則に関するBRICS側の懸念は残
る。第三に、支援が多国間の政治的正統性を
必ずしも十分に得ていない。EUはWTOなど
の国際機関や多国間フォーラムでCBAMを
説明しているが、BRICS側はCBAMだけで
なく他のEU環境関連規制も一方的な保護主
義措置として問題視している（注21）。

■ 4 ．G7気候クラブのGMPは
機能し始めたか

　G7気候クラブは、産業脱炭素化のための
多国間協議体である。昨年稿で注目した
GMPは、2024年11月に立ち上げられた支援
マッチング機能であり、国連工業開発機関

（UNIDO）が事務局機能を担う。G7気候ク
ラブの“Work Programme 2025-26”によれ
ば、GMPは新興国・開発途上国からの支援
要請を既存の国際的な技術・資金リソースと
結 び 付 け る。支 援 内 容 に は、政 策 開 発、
MRV制度構築、能力開発、技術ニーズ評価、
投資提案などが含まれる（注22）。
　GMPはMRVだけを対象とする仕組みでは
なく、産業脱炭素化全般の支援窓口であり、
そこにMRV制度構築が含まれている。した

がって、昨年稿で期待した「MRV体制の構
築支援の受け皿」としてGMPを評価するに
は、GMPがMRVをどの程度明示的に支援対
象として扱い、実際の国別案件につなげたか
を見る必要がある。
　2025年11月のG7気候クラブの声明によれ
ば、GMPは20を超える国に関与し、 9 ヵ国
について金融・技術支援に関する個別要請の
作成を支援した。また、GMPが新興国・開発
途上国向けの産業脱炭素化支援を調整し、支
援効率を高める重要な役割を果たし得ると述
べている。これは、GMPが机上の構想にと
どまらず、国別要請の形成を始めたことを示
している（注23）。なお2026年 5 月のG7気候ク
ラブ第 5 回加盟国会合でも、同クラブとして
新興国・開発途上国におけるグリーン産業の
プロジェクト形成、および投資上の障壁克服
に向けて取り組む方向性が示された（注24）。
　もっとも、GMPが「十分に機能している」
と評価するには時期尚早である。第一に、需
要側の掘り起こしは始まったが、供給側、す
なわち資金と技術の提供者をどこまで動員で
きたかはまだ不明である。G7気候クラブの声
明でも、より大きな資金量を動員する必要性
が強調されている（注25）。第二に、MRV支援
の具体性が見えにくい。すなわち、 9 ヵ国の
要請が、製品別排出量算定、検証者育成、デ
ータシステム、企業向け研修などをどの程度
含むのかは明らかでない。第三に、GMPは
G7気候クラブ加盟国中心の枠組みであるが、
BRICS主要国、すなわちブラジル・ロシア・
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インド・中国・南アフリカは未加盟である。
　GMPの 意 義 は、OECD-IFCMAやG7気 候
クラブで整理されたMRV相互運用性（注26）

の考え方を、実際の国別支援案件に落とし込
む点にある。ただし、GMPの機能はあくま
で支援のマッチングである。したがって、
GMPはWTOのCTEやTESSDで進む透明性
や相互運用性の議論と連動して初めて、国際
的な信頼形成に資するといえる（注27）。

■ 5 ．OECD-IFCMAから
WTOへの橋渡し

　MRVを め ぐ る 国 際 協 議 で は、OECD-
IFCMAが引き続き重要である。2025年 6 月、
IFCMAは炭素原単位指標の相互運用性に関
する二つの報告書を公表した。一つは政策義
務に基づくMRV制度を評価する報告書であ
り、もう一つはデータソースを評価・比較す
る報告書である（注28）。
　前者の報告書は、各国のMRV制度にて同
じセクターの施設排出量がどの程度比較可能
かを分析し、報告境界（事業者が報告すべき
排出量の範囲および排出源）、測定ベースと
計算ベースの使い分け、排出係数、施設から
製品への排出量配賦、検証の枠組みなど、比
較を妨げる要素を整理している。重要なのは
各国制度を完全に同一化するのではなく、既
存のMRV制度を土台にして、どの条件で直
接比較可能か、どの条件で調整が必要かを明
らかにする点である（注29）。

　この方向性は、昨年稿で用いた「MRV標
準化」という表現よりも現実的である。実
際、完全な標準化は政治的にも技術的にも困
難である。各国のETSや炭素税は法規制、産
業構造、エネルギーミックス、行政能力に基
づいて設計されており、短期的な統一は不可
能に近い。このため現在の焦点は「標準化」
から「相互運用性」、すなわち制度が異なっ
ていてもデータを比較・調整・再利用できる
ことへ移っている。
　2025年 6 月のIFCMA総会議長サマリーに
よれば、IFCMAは2025～26年に、①排出量
算定に用いる参照値、②製品別排出量算定の
検証、の二分野に重点を置く。後者は本稿が
注目するMRV支援の重要課題の一つである。
CBAM本格施行後は申告した排出量が金銭
的負担に直結するため、検証者の能力や独立
性、認定制度、国際的な相互信頼が不可欠で
ある。IFCMA総会では、検証プロセスを効率
化し、企業の資源制約を踏まえてコストを削
減する方策を検討することが示された（注30）。
　こうした技術的な取り組みは、WTO内の
議論にも反映し始めている。TESSD傘下の
貿易関連気候措置（TrCD）作業部会におけ
る2025年 5 月のOECD報告においては、炭素
国境調整の相互運用性が焦点となり、炭素強
度基準や排出量測定方法、データ交換の枠組
みなどが取り上げられ、デジタル化や税関協
力を通じた越境データ共有の重要性が説明さ
れた。同年 7 月のTESSD年次総会でも、こ
れらの主要論点が確認された（注31）。なお
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2026年 3 月にTESSDの第14回WTO閣僚会議
（MC14）向け文書パッケージが公表された
が、そこにも炭素測定や他の関連基準の相互
運用性の推進が盛り込まれた（注32）。
　またWTO内のCTEでは、2025年 7 月に日
本と韓国を中心に 4 ヵ国（注33）が共同で「排
出量測定方法に関する非拘束的ガイダンス」
を提出した。これは排出量測定の相互運用性
と透明性を高めることを目的としたもので、
国際基準の活用、測定方法やデータの開示な
どを好事例として挙げている。測定方法のば
らつきが開発途上国の中小企業に高い遵守コ
ストを課していることから、この提案はCTE
参加国から歓迎された（注34）。その後、本ガイ
ダンスには他国も相乗りし、2026年 2 月版は
9 ヵ国（注35）共同提出の形となっている（注36）。
　し た が っ て 現 段 階 で 起 き て い る の は、
IFCMAの技術分析がTESSDで論点整理さ
れ、また相互運用性と透明性の向上という方
針がCTEで非拘束的ガイダンスの形で制度
的に扱われ始める、という緩やかな橋渡しで
ある。相互運用性をめぐる国際協調が現実的
に進展していると評価できる。

■ 6 ．BRICSの反発は弱まった
のか

⑴　リオデジャネイロ宣言にみる反発
の継続

　EU側が支援姿勢を強め、GMPやIFCMA
が相互運用性を進める一方で、BRICS側の反

発は弱まっていない。2024年10月のBRICSカ
ザン宣言では、環境上の懸念を口実とする一
方的・懲罰的・差別的な保護主義措置として
CBAMを名指しで拒否した。2025年 7 月の
BRICSリオデジャネイロ宣言でもこの立場は
維持され、CBAMを含む一方的な環境関連
貿易措置への反対が改めて示された（注37）。
　もっとも、BRICSの立場は単なる反対論に
とどまらない。リオデジャネイロ宣言は、炭
素市場に関するBRICS加盟国間の協力の意義
を明示し、能力構築と経験共有に重点を置く
方針を示した。また、途上国の公正な移行に
は、アクセス可能で、時宜を得た、手頃な気
候資金が不可欠であり、国連気候変動枠組条
約（UNFCCC）パリ協定の下での資金供給
は先進国の責任であるとも強調した。これ
は、BRICSが脱炭素そのものを否定している
のではなく、一方的なCBAMの押し付けに
は反対しつつ、炭素市場分野における協力と
先進国による支援を重視していることを意味
する（注38）。

⑵　炭素会計のためのBRICS原則
　MRVをめぐる対立の本質は、2025年 5 月
に採択された「公正で包摂的かつ透明な炭素
会計のためのBRICS原則」に現れている。こ
の原則は、炭素会計に基づく制度や基準、方
法論の設計にあたり、すべての生産者が不当
なコストや複雑さに阻まれず参加できるよう
にすべきだとする。特に、開発途上国や中小
企業が直面するインフラ、技術、能力、デー
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タ面の格差を踏まえ、MRVはアクセス可能
で手頃な負担とし、公正な代理値（推計値）、
合理的な許容範囲、低コストの検証・認証手
法を用意すべきだと主張する（注39）。
　この原則は、EU CBAMとは異なる発想に
立つ。EU CBAMは第三国に対し、EU ETS
との同等性を確保するため、厳格で比較可能
な製品別排出量算定を求める。他方、BRICS
原則は、開発途上国や中小企業の能力差に配
慮し、過度に複雑な方法論や高額な検証費用
が開発途上国の市場アクセスを阻害しないよ
う求める。両者の対立は「環境十全性のため
の厳格性」と「包摂性のための簡素性」のバ
ランスをめぐる対立である。
　この対立を和らげる方法として、OECDが
整理するように、報告主体の規模等に応じて
複雑さの異なる測定手法を用意する段階的ア
プローチや、一定の閾値を設けて小規模主体
の負担を抑える設計が挙げられる（注40）。
EU CBAMの50トン閾値制度、IFCMAによ
る参照値・検証コストの検討、G7気候クラ
ブによる途上国でも実行可能な技術解決策の
共 同 創 出 は、い ず れ も こ の 方 向 に 近 い

（注41）。もっとも、BRICS側がこれらで十分
とみなすかは別問題である。

⑶　BRICS主要国の反応
　BRICS主要国のEU CBAMへの反応は必ず
しも一枚岩ではないが、国ごとに役割分担し
ているようにも見える。最も注目されるのは
中国であり、2025年10月にWTOのCTE、TBT

委員会（注42）、貿易開発委員会にまたがる形
で、炭素基準に関する議論と協力を強化する
提案を提出した。これは、EU CBAMへの批
判を超え、炭素基準や排出量測定、MRV関
連要求が乱立すれば、それ自体が貿易障壁と
なりかねないという問題提起である（注43）。
　ロシアは別の手段を取っている。EU CBAM
をWTO紛争解決手続に付託し、GATT、輸
入許可手続協定、補助金・相殺措置協定など
の複数の規制と整合しないと主張している。
これは最も対立的な反応である（注44）。
　ブラジルは、CBAMに懸念を抱きつつ、
2025年はCOP30（注45）議長国として気候と
貿易の対話を広げる方向に動いた。COP30
で立ち上げた新フォーラムIFCCT（注46）は、
WTOとUNFCCCのいずれにも属さない非拘
束・非交渉型の実務的な対話空間である。こ
れは、WTOではCBDRや気候資金の論点を
扱いにくく（注47）、UNFCCCでは貿易ルール
との整合性を扱いにくいという制度的な隙間
を埋める試みとみなせる。
　インドと南アフリカについては、中国のよ
うな提案やロシアのような紛争化は確認され
ないが、従来通りCBDRや途上国負担、能力
構築などを軸に警戒的な姿勢を維持している
とみられる。以上から、BRICS主要国は単に
CBAMに反対するのではなく、炭素基準や
MRVの国際調整を誰が担うのか、途上国企
業の遵守コストをどう抑えるのか、CBDRや
能力構築をどこまで反映するのか、といった
制度設計上の主導権をめぐってEU側に対抗
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しているといえる。

⑷　今後重要となるWTOとUNFCCC
双方への橋渡し

　昨年稿では、MRV標準化の協議結果を
WTOのCTEやTESSDに橋渡しする必要性を
指摘した。この見解は現在も基本的に変わら
ないが、2025年後半以降はUNFCCCでの議
論も重要になっている。欧州委員会報告書に
よれば、COP30では貿易関連気候措置につい
て新たに対話を行うGlobal Mutirãoプロセス
が合意され、EUはそこに貢献する意向とさ
れた。このプロセスにはWTOやUNCTAD、
国際貿易センター（ITC）の参加が想定され、
EU CBAMを含む炭素国境措置、気候関連補
助金、低炭素技術や重要鉱物の輸出入制限な
どが議論される（注48）。
　これは、CBAMをめぐる議論がWTOだけ
でなくUNFCCCでも行われることを意味す
る。WTOは貿易ルールや無差別原則を取り
扱い、紛争解決の場として不可欠である。一
方、UNFCCCはCBDRや気候資金、能力構
築、技術移転に関する正統な議論の場であ
る。EU CBAMは貿易措置であると同時に気
候措置であるため、どちらか一方だけでは議
論が収まりにくい。
　そ こ で 今 後 重 要 に な る の が、OECD-
IFCMAやG7気候クラブでの技術的議論を、
WTOとUNFCCCの双方へ橋渡しすることで
ある。IFCMAがMRVの相互運用性を技術的
に整理し、GMPが途上国支援を実装する。

そして、WTOが貿易上の透明性や非差別性
を検討し、UNFCCCがCBDRと能力構築を
確認する。この多層的なガバナンスがあれ
ば、EU CBAMは新興国・開発途上国の理解
と協力を得て、一方的措置との批判を免れら
れよう。

■ 7 ．おわりに

　本稿の問いは三つであった。第一に、G7気
候クラブやOECD-IFCMAでのMRV相互運用
性をめぐる協議が、WTOのCTEやTESSDに
橋渡しされ、BRICS側の懸念にも応える方向
に進んでいるのか。第二に、新興国・開発途
上国のMRV体制構築支援に関して、EUなど
の先進国・地域が積極的な姿勢に転じたの
か。第三に、G7気候クラブのGMPがその支
援の実効的な受け皿として機能し始めている
のか、である。
　第一の問いについては、橋渡しは始まって
いるが、正式な合意形成には至っていない。
TESSDではCBAMの相互運用性、炭素基準、
排出量測定方法、データ交換が議論され、
CTEでは排出量測定に関する非拘束的ガイ
ダンスが提案された。これらはIFCMAの技
術分析をWTOに橋渡しする動きといえる。
しかし、BRICS側がこれらを受け入れたわけ
ではない。中国は独自の立場から炭素基準の
乱立について問題提起を行い、ロシアはEU 
CBAMをWTO紛争解決手続に付託し、ブラ
ジルはWTOとUNFCCCの外側に気候・貿易
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対話の場を新設している。すなわち現時点で
は何らの合意に至っておらず、相互運用性や
透明性に関して強制力のない形で調整が進め
られているに過ぎない。
　第二の問いについては、EUの姿勢は公式
文書上は「支援重視」へ転換したが、なお不
十分である。欧州委員会報告書では、EUが
新興国・開発途上国におけるカーボンプライ
シングやMRV構築を含む脱炭素投資を支援
する姿勢が示された。ただし、支援は幅広い
脱炭素支援に分散しており、CBAM対応や
MRV構築に特化した資金支援は明確でない。
CBAM収入をMRV構築支援に直接結び付け
る制度も確認できない。
　第三の問いについては、GMPは機能し始
めたが、まだ十分とは言えない。GMPが20
ヵ国超と関与し、 9 ヵ国の個別要請作成に携
わったことは前進といえる。しかし、実際に
どの程度の資金が動員され、どの国・セクタ
ーでMRV能力が改善したかは十分に示され
ていない。
　今後の焦点は、MRVの「標準化」ではな
く「相互運用性」である。各国制度を統一す
るのではなく、異なる制度のデータを比較可
能にして、企業の重複報告を回避する。その
ためには、IFCMAの技術分析、GMPによる
途上国支援の実装、UNFCCCによる能力構
築の確認が、相互に連携しなければならな
い。EU CBAMが世界の脱炭素化を促す触媒
になるのか、それとも先進国と新興国・開発
途上国との対立を深める火種になるのかは、

この連携が成功するか否かにかかっている。
　EU CBAMの現状を端的に表せば、「制度
が始まり、支援も動き出したが、国際的な信
頼はまだ不十分」である。EU CBAMは2026
年初めから価格シグナルを持つ制度となり、
MRVは企業競争力に直結する実務的な課題
となった。だからこそ先進国側は、低炭素化
を実現するための一種の公共インフラとし
て、新興国・開発途上国のMRV制度構築を
支援する必要がある。GMPがその中核とな
り得るのか、Global Mutirãoプロセスを通じ
てUNFCCCも連携するようになるのか、引
き続き注視したい。
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